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第３節 循環型社会の構築 

 

 

現代においては、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会を形成し、地球環境に様々な

問題を引き起こしていることから、環境への負担ができるだけ低減された「循環型社会」

への転換が求められています。 

このことは、単に燃やして埋める処理から、トータルの視点でのごみの減量化と適正処

理への転換が求められており、３Ｒ（排出抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用（Recicle））

の取組による各種施策が必要とされています。 

そのため、環境負荷の低減が図られるとともに、地域経済の活性化にもつながる「循環

型社会の構築」を目指します。 

１ 廃棄物 

廃棄物とは、いらなくなった物のことを指し、「産業廃棄物」と「一般廃棄物」に区分さ

れます。「産業廃棄物」とは事業活動によって排出される廃油や汚泥など法律で定められた

２０種類の廃棄物であり、それに該当しないものを「一般廃棄物」と呼んでいます。 

本市では「生活系一般廃棄物（以下「家庭系ごみ」という。）」及び「事業系一般廃棄物

（以下「事業系ごみ」という。）」について、多様化、増大化する廃棄物を可能な限り資源

化するため、平成１７年度は粗大ごみの有料化、平成１８年度は雑がみ類の分別収集、平

成１９年度は事業者への雑がみ類分別指導、平成２０年度には石巻広域クリーンセンター

（焼却施設）において事業系ごみの紙類（資源物）搬入制限を開始して、より踏み込んだ

減量化及び資源化に取り組んできました。 

家庭系ごみについては人口減少に伴い、平成２５年度をピークに減少傾向で推移してい

ますが、事業系ごみについては増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《図４－１７  ごみ総排出量の推移（内訳：事業系ごみと家庭系ごみ）》 
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家庭系ごみの内訳に関して、「燃やせるごみ」、「燃やせないごみ」、「資源物」、「粗

大ごみ」の４つに分類し、平成２４年度から令和５年度までの数値実績を見ると、燃やせ

るごみ、燃やせないごみ、資源物については全体的に減少傾向にありますが、粗大ごみに

関しては増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《図４－１８  年度別家庭系ごみ排出の内訳》 

 

また、集団資源回収量を含む１人１日当たりのごみの排出量をみると、平成２４年度と

比較すると令和４年度まで増加傾向にありましたが、令和５年度は９９４グラムまで減少

しました。引き続き、市民及び事業者のそれぞれには、ごみの排出抑制や分別の徹底を行

うことにより、ごみの減量や再利用に努めることが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《図４－１９  １人１日当たりのごみ排出量》 
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２ リサイクル 

 ごみを適正に処理し、さらなる資源の循環的利用と最終処分量の減量化を進めるために

は、ごみの発生を抑制する「Reduce（リデュース）」、ものをできるだけ再使用する「Reuse

（リユース）」、ごみを再生利用する「Recycle（リサイクル）」、の３Ｒを推進する必要

があります。 

本市では、再資源化の取組として、雑紙類や不燃ごみ中の金属類・ガラス類、古着・布

類等の分別回収を行っているほか、自主的な集団資源回収、焼却施設での再資源化により

ごみのリサイクルを推進しています。 

下図は、平成２４年度から令和５年度までの、年度別の資源化量とリサイクル率を表し

たものです。令和５年度に関しては、資源化量合計が４，９１８トン、リサイクル率

が１０．０％でした。前年度の令和４年度と比較すると、資源化量合計に関しては、

２３１トンの減少、リサイクル率に関しては、０．３％上昇しています。 

引き続き、リデュースの推進によるごみ排出量の削減を促進するとともに、リユース、

リサイクルの推進による資源の消費抑制と有効利用を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※リサイクル率＝総資源化量÷（年間収集量＋年間直接搬入量＋集団資源回収量） 

《図４－２０  資源化量合計・リサイクル率の推移》 
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第４節 脱炭素社会の実現 
  

 

私たちは生活や事業活動で毎日多くのエネルギーを利用しており、そこから発生する二

酸化炭素などが要因となって、地球温暖化などの環境問題を引き起こしています。 

環境問題は、私たちの日常生活や事業活動と深く関わっていることから、一人一人が地

球環境問題について理解し、地球にやさしい行動を実践していくことで、「脱炭素社会」を

つくりあげていくことが求められています。 

 「脱炭素」とは、二酸化炭素の排出をゼロにすることであり、この脱炭素を実現する取

組が生活や事業活動などの様々な場面で実行され、二酸化炭素の排出が実質ゼロになった

社会を「脱炭素社会」といいます。 

 私たちは、エネルギーの利用と環境問題との関連性について正しく認識し、地球環境に

対する配慮と対策に努めることにより、「脱炭素社会の実現」を目指します。 

 

１ 地球温暖化 

地球は太陽からのエネルギーで大気、地表、海洋が暖められ、最終的に熱エネルギー（赤

外線）を宇宙に逃がすことで暖まりすぎないようにバランスをとっています。このときに

大切な働きをするのが地球を囲む大気中にある温室効果ガスです。温室効果ガスは、宇宙

に逃げる熱エネルギーの一部を大気に閉じ込める働きをして、地球の温度を人間や生き物

たちが暮らしやすい温度にしています。しかし近年、この温室効果ガスが急激に増加し、

地球全体の平均温度が上昇しています。この問題が「地球温暖化」であり、世界各国で迅

速な対応が求められています。 

 温暖化の原因となる温室効果ガスの中でも特に問題となっているのが二酸化炭素であり、

その発生源は主に石油や石炭などの化石燃料の燃焼によるものです。そのため、電気やガ

ソリンの使用量、ごみの焼却量などを減らすことによって二酸化炭素の発生量を減らすこ

とが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：環境省部門別 CO2排出量の現況推計 
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《図４－２１ 石巻市の年間二酸化炭素排出量の推計》 
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（１）環境保全率先行動計画 

 本市では、環境基本計画で挙げられている地球温暖化防止の観点から、温室効果ガス

の排出削減と地球環境保全の推進を目的に、市の事務・事業において省エネルギーやグ

リーン購入など環境に配慮した行動を自ら率先して実行する「石巻市環境保全率先行動

計画」を策定・実施しています。 

 エネルギー使用量において、令和５年度は、電力、軽油、重油、灯油、都市ガスの５項

目が計画で定めた目標値を達成することができませんでした。目標値を超過した要因とし

て、既存施設や新しい施設の設置によるエネルギー使用量の増加が考えられます。 

 今後も、超過要因を踏まえて一部目標値を見直すとともに、エネルギー使用量の削減

に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

（２）グリーン購入 

 事業を行うに当たって必要となる物品等を調達する際に、その必要性を十分に検討し、

品質や価格だけでなく、環境に対する負荷が小さいものから優先的に購入する取組を「グ

リーン購入」といい、市の事業から生じる環境負荷の低減を図るとともに、持続可能な地

域社会の形成を目的としています。 

 本市では、平成１７年４月に「石巻市グリーン購入推進に関する要綱」を施行し、平成

２０年には同要綱を「石巻市グリーン購入推進要綱」へ改定し、グリーン購入の取組を実

施してきました。 

しかし、東日本大震災の影響により、平成２３年度から平成２７年度までの５年間は取

組を停止しており、その後、平成２８年度に取組を再開しました。 

令和５年度のグリーン購入率は７５．８％という結果となり、環境保全率先行動計画で

定める目標値８０％を達成することができませんでした。 

今後も、引き続き職員への啓発に取り組み、購入率の向上を目指します。 

  

電気 ガソリン 軽油 重油 灯油 都市ガス ＬＰガス ＬＮＧ 水

kWh ℓ ℓ ℓ ℓ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥

令和5年度 33,662,070 159,117 65,575 1,341,823 989,665 686,431 16,354 2,314 345,667

目標数値 19,829,758 286,557 54,079 638,059 491,406 106,771 36,365 4,755 515,892

超過率 70% ○ 21% 110% 101% 543% ○ ○ ○

温室効果ガス排出量
（ｔ-CO2）

令和５年度 25,268

目標数値 14,634

超過率 73%

《表４－１２ 令和５年度のエネルギー等の使用量》 

基準年度：平成２６年度（２０１４年度） 

目標数値：令和１２年度（２０３０年度） 
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№ 区分
グリーン購入
適合品
購入割合

1 紙類 73.1%
2 筆記具・修正具類 87.0%
3

ファイル・バインダー・

ファイリング用品 91.1%
4 のり・粘着テープ 93.6%
5 事務用紙製品 66.0%
6 印章・スタンプ用品 86.8%
7 表示・整理・卓上用品 94.6%
8 その他の文具・事務用品 79.1%
9 ＯＡサプライ用品 92.7%
10 オフィス家具等 75.3%
11 画像機器等 74.4%
12 パソコン等 99.9%
13 オフィス機器等 90.5%
14 家電品 75%
15 照明器具 56.6%
16 エアコンディショナー 65.4%
17 自動車 50.0%
18 消火器 70.1%

合計 75.8%

《表４－１３ 令和５年度グリーン購入実績》 

※物品調達数量に占めるグリーン購入適合品調達数量の割合 
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２ エネルギー 

 我が国において、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの約９割がエネルギー起源の二

酸化炭素であることから、地球温暖化対策を進めるためには、省エネルギーの推進が不可

欠です。 

 二酸化炭素排出量の推計においては、近年は産業部門からの排出量が一番多く、次いで

民生部門、運輸部門、一般廃棄物部門となっています。温室効果ガス削減のためには各部

門におけるエネルギー消費量を削減していくことが必要であり、それぞれの部門において

省エネ設備・機器への転換やエネルギー管理の徹底、ごみの減量化など、省エネルギーの

推進に向けて、市民や事業者が一体となって取り組んでいくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、エネルギー対策において省エネルギーと双輪をなす太陽光、風力、バイオマスな

どの再生可能エネルギーについては、地球温暖化対策のみならず、化石燃料の枯渇などの

エネルギー問題や、地域分散型エネルギーシステムの構築による防災力の強化という観点

からも、その重要性が高まっています。再生可能エネルギーの利活用を促進することによ

り、二酸化炭素の排出を抑制し、地球温暖化の防止に努めることが必要です。 

本市は、太平洋に面し日照時間が長いなど太陽光発電に適した地域特性があることから、

太陽光発電システムについては平成２１年度から、それに付随する蓄電システム及びエネ

ルギー管理システム（ＨＥＭＳ）については平成２５年から設置費用に係る補助金の交付

を実施しており、地球温暖化の防止に資する取組を進めています。 

資料：環境省部門別 CO2排出量の現況推計 

 

《図４－２２ 令和３年石巻市の年間二酸化炭素排出量の推計（部門別）》 

※民生部門：家計が住宅内で消費したエネルギー消費（家庭部門）及び第３次産業（第１次産業・第２次産業・分類 

不能の産業以外の産業）に属する企業・個人が事業所の内部で消費したエネルギー消費（業務部門）し 

た部門 

産業部門：第１次産業（農林漁業）・第２次産業（製造業・建設業・鉱業）に属する企業・個人の産業活動により、 

工場・事業所内で消費したエネルギー消費部門 

運輸部門：最終エネルギー消費のうち、企業・家計が住宅・工場・事業所の外部で人・物の輸送・運搬に消費した 

エネルギー消費部門 

 一般廃棄物部門：一般廃棄物の焼却を起源としたエネルギー消費部門 
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《図４－２３ 太陽光発電システム補助金交付件数の推移》 

件数(累計) 件数(単年度) 

件数(累計) 

《図４－２５ ＨＥＭＳ補助金交付件数の推移》 
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（１）スマートコミュニティ推進事業 

石巻市震災復興基本計画の重点プロジェクトの一つである、再生可能エネルギーを活用

した「脱炭素なエコタウン」と、災害時に「灯りと情報が途切れない安全・安心なまちづ

くり」の実現を目指し、地域全体で需給バランスの調整を図る「地域エネルギー管理シス

テム」を石巻市・（株）東芝・東北電力（株）の官民連携事業として構築し、安心で便利

なくらしに役立つ施策と結びつく社会インフラを整備する「石巻市スマートコミュニティ

事業」を推進してまいりました。 

本市では、モデル地区の復興住宅や、有事の際に避難所となる市内の公共施設にエネル

ギー管理システムを設置し、再生可能エネルギーを活用した環境にやさしく災害に強いま

ちづくりを目指しています。エネルギー管理システムの導入実績について、ＨＥＭＳ(Home 

Energy Management System)に関しては、復興住宅の居室に平成２６年度に２０２戸、平

成２７年度に３３３戸、合計５３５戸に導入、ＭＥＭＳ(Mansion Energy Management 

System）に関しては、マンション型復興住宅の共有部分に平成２６年度には１棟、平成  

２７年度には９棟、合計１０棟に導入しました。 

また、ＢＥＭＳ(Building Energy Management System）を市内の小中学校等へ平成

２５年度に６か所、平成２６年度に１０か所、平成２７年度に１８か所、平成２８年度に

は２か所、合計３６か所に導入し、ＩＣＴを活用した施設内の電力状況の見える化を図り

平時での節電行動や有事での非常用電源の確認等に役立ててきました。 

しかしながら、設置したサイネージ等の機器が各々メンテナンス時期を迎えていること

等の複数の要因が重なり、既存運用の維持・継続が極めて困難な状況となったことから、

令和２年度でエネルギー管理システムの運用を終了することとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《図４－２６ 石巻市スマートコミュニティ推進事業について》 
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《図４－２７ エネルギー管理システム導入実績》 
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（２）再生可能エネルギー等導入補助金事業 

 再生可能エネルギー等導入補助金事業において、地域の防災拠点や災害時などに地域

住民の生活に必要不可欠な都市機能を維持することが必要な公共施設へ、太陽光発電シ

ステムや蓄電池の導入を推進してきました。 

本事業における太陽光発電システム等の導入状況は下表のとおりであり、雄勝総合支

所へ太陽光発電設備と蓄電池を導入した令和２年度をもって、当該事業は終了しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《表４－１４ 太陽光発電システム・蓄電池の年度ごとの導入状況》 
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第５節 環境市民の育成 

 

  

良好な環境を将来へ引き継いでいくためには、環境問題の本質を理解し、日常生活にお

いて積極的に環境に配慮した行動ができる人材の育成が重要です。 

 本市では、地域の一人一人が積極的に自然とふれあい、学ぶことができる機会の創出と

環境に配慮した行動を実践することができる「環境市民の育成」を目指しています。 

 

１ 環境教育 

今日の環境問題を解決するためには、私たち一人一人が環境への関心と理解を深め、具

体的に行動する必要があります。 

本市では、市民が楽しみながら環境保全活動・環境学習を行うことができる事業を実施

し、多くの市民が身近な環境を大切にする心を育み行動することで、自然と環境に配慮す

る生活へとつながるような社会の実現を目指しています。 

 

（１）環境フェア 

本市では、環境保全の普及啓発事業の一環として、市民・事業所・環境保全活動団体・

行政が協力し合い、環境問題に関する知識の普及及び啓発、環境保全活動への自主的な

参加の推進を図るため「環境フェア」を開催してきました。 

令和５年度のテーマは「森と共に歩む 豊かな未来へ」。石巻市複合文化施設（マルホ

ンまきあーとテラス）を会場に、各団体の出展や講演会を行い、来場者は約１，０００

人に上りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《図４－２８  環境フェア２０２３の様子》 
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《図４－２９ 親子で学ぶ環境教室》 

 

登録団体 メンバー数サポーター数

1 石巻市桃生地区第一放課後児童クラブ 25 3

2 石巻市桃生地区第二放課後児童クラブ 50 4

3 石巻市鹿又地区放課後児童クラブ 115 8

4 石巻市蛇田地区放課後児童クラブ 315 34

5 石巻地区放課後児童クラブ 80 7

6 イオン石巻 イオンチアーズクラブ 4 2

合計 6クラブ 589 58

（２）こどもエコクラブ 

こどもエコクラブは、幼児（３歳）から高校生までなら誰でも参加でき、環境保全活

動や環境学習を自主的に体験することができるクラブです。子どもたちの環境保全活動

や環境学習を支援することにより、子どもたちが人と環境の関わりについて幅広い理解

を深め、自然を大切に思う心や、環境問題解決に自ら考え行動する力を育成し、地域の

環境保全活動の環を広げることを目的としています。 

令和５年度は、全国で２，１９３クラブ、９２，２７４人のメンバーが活動しました。 

石巻市内では６クラブが登録しており、メンバーは５８９人、サポーター数は５８人

となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）環境保全リーダー育成講座 

  本市では、環境について関心のある市民に対して専門知識や技術の習得に役立つ講義

を開講し、修了後は学校、町内会、職場、市民グループなどの場で環境保全活動を先導し

てもらうことを目的に、「環境保全リーダー育成講座」を平成２７年度まで実施してきまし

た。これまでに、２２５人が環境保全リーダーとして登録し、環境保全活動の中心となっ

て活躍しています。 

また、環境保全リーダー育成講座修了生を対象に、地域における環境保全活動の中心と

なり行動するための資質向上とネットワークづくりを目的とした「フォローアップ講座」

を開催しています。令和５年度は環境フェアにおいて、公開市民講座と併せた形でフォロ

ーアップ講座を開催しました。 

 

（４）環境市民講座 

 環境市民講座は、環境に関する知識の習得や 

自然とのふれあいを目的とする講座を実施する 

ことにより、日常生活において環境に配慮した 

行動を実践することができる「環境市民」の育 

成を図ることを目的として、平成２８年度から 

開催しています。 

令和５年度は全７回開催し、「大盤平自然観察 

 

《表４－１５ 石巻市こどもエコクラブ参加団体（令和５年度）》 
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ハイキング」や「親子で学ぶ環境教室」等を実施し、参加者は合計９２名でした。 

 

（５）環境教育事業 

  本事業では、「水生生物による水質調査」や「酸性雨モニタリング調査」などを実施し、

環境保全意識の啓発を図っています。 

  水生生物による水質調査では、河川に生息するサワガニ、カワゲラ類等の水生生物の

生息状況に、水質汚濁の影響が反映されることから、それらの水生生物を指標として水

質を判定することができます。また、調査を通じて身近な自然に接することにより、環

境問題への関心を高めるとともに、水質保全や浄化への意識が高まることを目的とし、

毎年実施してきました。令和５年度は、真野川上流、日向川の調査を行い、１４人が参

加しました。 

  酸性雨モニタリング調査は、中学生を対象に、雨のｐＨ値（酸性、アルカリ性を示す

値）を測定し、大気汚染の現状を把握することで大気汚染や環境保全を身近な問題とし

て考えるとともに、地球環境問題への意識を高めることを目的としています。令和５年

度は、６校の中学校で１９人の生徒が参加しました。 

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校名 人数

1 湊中学校 2

2 蛇田中学校 3

3 渡波中学校 5

4 飯野川中学校 5

5 桃生中学校 2

6 北上中学校 2

合計 6校 19

《表４－１６ 令和５年度酸性雨モニタリング調査に参加した中学校》 
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２ 環境保全活動 

今日の環境問題である都市・生活型公害や地球環境問題などの発生要因の多くは、私た

ちの日常の生活や事業活動と深く関わっています。多岐にわたる環境問題に対応し、良好

な環境を将来の世代へ引き継いでいくためには、市民・事業者・市など全ての主体が、日

頃から環境に配慮した暮らしや事業活動を行い、環境負荷を継続的に低減させていくこと

が求められています。 

大きな規模での地球環境の保全と同じように、身近な「私たちの住むまち」に対する生

活環境の保全は大切です。石巻市の環境美化運動は、町内会や行政区、小中学校などの各

種団体により構成される石巻市環境美化推進協議会が主体となって行っています。協議会

では、ごみの散乱を防止し、清潔なまちづくりを推進するクリーン運動、快適で緑豊かな

美しいまちづくりを目指すグリーン運動を二本の柱とし、活動に取り組んでいます。 

 

（１）クリーン運動 

  道などに散乱するごみ、ポイ捨てされたごみは、まちの美観を損ねるばかりでなく市

のイメージダウンにもつながりかねません。ごみのポイ捨て禁止やごみの持ち帰り運動

を進めることが、市民一人一人の環境に対するマナーやモラルの向上につながります。 

  環境美化推進協議会では、２年ごとに市内３地区を環境美化モデル地区に指定し、「ポ

イ捨て禁止キャンペーン」として、ポイ捨て禁止を呼び掛ける運動などを実施していま

す。 

  また、次代を担う市内小中学校の児童・生徒に、環境省などが主催する３Ｒ促進ポス

ターコンクールへの参加を呼び掛けたり、まちや川をきれいにする作文・ポスターコン

クールを実施するなど、環境美化意識の高揚を図るための活動をしています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《図４－３０ 令和５年「まちや川をきれいにする運動」作文・ポスターコンクール石巻市長賞入選作品》 
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《図４－３１ 令和５年「花いっぱい運動」の様子》 

さらに、地域の環境は地域で守ることを目標に、様々な団体が地域の清掃活動を実施

しています。 

令和５年度は１８７団体が実施し、延べ２万６千人を超える方々が清掃活動に参加し

ました。実施団体は、地域のコミュニティ団体のほか、市内で活動している一般企業な

ども積極的に清掃活動を行いました。 

本市ではそれらの活動に対し、ごみ袋の配布・回収を行っています。令和５年度は  

３２，６１０枚のごみ袋の配布を行いました。 

 

（２）グリーン運動 

地域の環境美化運動の一環である「花いっぱい運動」では、町内会等の地域団体に花

の苗木を配布し植栽することで、花があふれる潤いのあるまちづくりを推進しています。  

令和５年度は、１４３団体に、サルビア、マリーゴールド、ベゴニア、ペチュニア、

の４種類の苗木計４３，７６６本の配布を行いました。 

花の苗木は６月ごろ各地区に配布され、地域の住民によって、沿道や各施設などの花

壇に植栽され、環境美化の推進及び環境美化意識の高揚が図られています。 

 

 


